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豊田市の給与・定員管理等について

１ 総括
(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区 分
住民基本台帳人口
(平31年1月1日)

歳 出  額  
Ａ

実質収支 人 件  費  
Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

(参考)30年度
の人件費率

31年度
              人

425 , 1 45
      千円

187,267,580
    千円

7 , 3 81 , 4 3 0
    千円

30,403,577
      ％
16 . 2

          ％
17 . 2

(2)  職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分
職員数

Ａ
給 与 費 （参考）一人当たり給与費

B / A
（参考）中核市平均
一人当たり給与費給 料 職員手当 期末 ･勤勉手当 計 Ｂ

31年度
人

3 , 106
千円

10,587,388
千円

4,295,690
千円

4,813,033
千円

19,696,111
千円

6 , 341
千円

6 , 444

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
 ２  職員数は、31 年４月１日現在の人数である。 
 ３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れており、職員数には当該職員を含んでいない。 

(3) ラスパイレス指数の状況

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

（ 注 ） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で

比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を

補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数。

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラ

スパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員

の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指

数。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋

国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数

を単純平均したものである。 
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①給料表の見直し
［ 実施   未実施］ 
実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施

の場合には、その理由））  

②地域手当の見直し
実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 (5)特記事項 
  な し  

（給料表の改定実施時期）平成 27 年 4 月 1 日 
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均 2.3％引下げ。激変緩和の
ため、3 年間（平成 30 年 3 月 31 日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 
他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均 2％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

（支給割合）国基準 13％に対し、豊田市においても 13％を支給。 
（実施時期）平成 27 年 4 月 1 日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成 27 年 4
月１日時点は 13％、給与改定後は、平成 27 年 4 月に遡及し 15％、平成 28 年 4 月 1 日時点は 16
％を支給。 
（参考） 

平成 27 年度の支給割合 平成 30 年度
の支給割合

平成 31 年
度の支給割

合  

令和２年度
の支給割合4 月 1 日時点 遡及改定後

国基 準によ る支給
割合

13％  15％  16％  16％  16％  

豊田市の支給割合 13％  15％  16％  16％  16％  
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２年４月１日現在）
①一般行政職

区 分  平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額 

（国比較ベース）
豊田市 41 .7歳 321 , 7 55円 447 , 5 88円 408 , 6 60円
愛知県 41 .7歳 327 , 0 09円 428 , 3 74円 380 , 7 10円
国 43 .2歳 327 , 5 64円 ― 408 , 8 68円

中核市 41 .8歳 318 , 7 97円 405 , 8 98円 364 , 5 99円

②技能労務職

区 分  
公 務 員

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A)
平均給与月額 

（国比較ベース）
豊田市 53.7 歳 167人 282,424 円 352,903 円 341,350 円
うち運転手 51.1 歳 73人 305,627 円 383,364 円 374,674 円
うち環境員 46.0 歳 17人 256,329 円 323,409 円 315,839 円
うち調理員 49.7 歳 7人 231,429 円 277,954 円 272,269 円
愛知県 53.1 歳 242人 310,840 円 364,514 円 348,266 円
国 50.9 歳 2 , 3 19人 287,283 円 ― 328,862 円

中核市 50.2 歳 210人 326,183 円 383,335 円 358,637 円

区 分  
民 間 参考

対応する民間の
類似職種

平 均 

年 齢
平均給与月額(B) A/B 

豊田市 ― ― ― ―
うち運転手 営業用バス運転者 50.7歳 385 , 5 00円 0.99
うち環境員 廃棄物処理業従業員 46.2歳 300 , 1 00円 1.08
うち調理員 調理士 42.2歳 277 , 9 00円 1.00

区 分  
参 考

年収ベース（試算値）の比較
公務員（C） 民間（D） C/D

豊田市 ― ― ―
うち運転手 6,113,311円 4 ,625 , 500円 1.32
うち環境員 5,094,536円 4 ,166 , 100円 1.22
うち調理員 4,565,102円 3 ,796 , 400円 1.20

※  民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２7～３１年の
３ヶ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して
いるものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公
務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた
試算値である。 
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③教育職
区 分 平 均年 齢 平均給料月額 平均給与月額
豊田市 44 .0歳 351 , 5 02円 465 , 5 66円
愛知県 39 .5歳 355 , 9 98円 416 , 2 78円
中核市 38 .7歳 303 , 6 31円 354 , 2 66円

④消防職

区 分  平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額 

（国比較ベース）
豊田市 37 .5歳 303 , 6 76円 432 , 5 05円 389 , 7 04円
中核市 38 .4歳 304 , 4 13円 394 , 2 54円 350 , 3 30円

(注) １ 「平均給料月額」とは、令和 2 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平
均である。 

        ２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間
外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査
において明らかにされているものである。 

        また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝
時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

(2) 職員の初任給の状況（令和 2 年４月１日現在）
区 分 豊 田 市 愛 知 県 国

一般行政職
大 学 卒 188,700 円 193 , 2 00円 182 , 2 00円
高 校 卒 154,900 円 158 , 6 00円 150 , 6 00円

技能労務職 － 217,350 円 147 , 3 00円 －

教 育 職 
大 学 卒 188,000 円 215 , 9 00円 －
短 大 卒 175,500 円 － －

消 防 職 
大 学 卒 208,600 円 － －
高 校 卒 169,900 円 － －

 （注）１ 本市の「技能労務職」初任給は、運転手、環境員等の平均額である。 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和 2 年４月１日現在）
区 分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大 学 卒 273,584 円 356,259 円 388,761 円 413,419 円
高 校 卒 247,200 円 299,000 円 341,200 円 371,514 円

技能労務職 － 265,750 円 308,275 円 334,267 円 360,122 円
教育職 短 大 卒 227,250 円 359,450 円 387,000 円 403,650 円

消 防 職  
大 学 卒 273,583 円 377,400 円 411,900 円 412,500 円
高 校 卒 250,500 円 323,950 円 366,344 円 397,200 円

 （注）１ 教育職は「大学卒」「高校卒」の職員が少ないため、「短大卒」のみ掲載。 
    ２ 該当職員が少ない、又は該当者なし等の場合、近似経験年数のデータに置き換えて掲載。
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（2 年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職  員  数  構  成  比  
１号給の  
給料月額

最高号給の
給料月額

10 級 参 事  0人  0 . 0％  521,700円 559,500円

９  級  参 事  1 6人  1 . 1％  458,400円 527,500円

８  級  副 参 事  4 5人  3 . 2％  408,100円 476,100円

７  級  主 幹  1 14人  8 . 1％  362,900円 448,800円

６  級  副 主 幹  7 6人  5 . 4％  319,200円 415,200円

５  級  副 主 幹  4 1人  2 . 9％  289,700円 403,000円

４  級  主 任 主 査  3 17人  2 2 . 6％  264,200円 401,800円

３  級  主 査  5 78人  4 1 . 3％  231,500円 381,500円

２  級  主 査 ・ 主 事 ・ 技 師  131人  9 . 4％  195,500円 304,200円

１  級  主 事・書 記・技 師・技 手 83人   5 . 9％  146,100円 247,600円

  （注）１ 豊田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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(2)  国 と の 給料 表カー ブ比 較表（ 行政職 （一））（２年４ 月１日現在）
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(3) 昇給への勤務成績の反映状況 

令和２年 4 月 2 日から令和３年 4 月 1 日 
までにおける運用 

豊田市 国  

管理職員 一般職員 
特定管理
職員

一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○  ○  

標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○ ○  ○  

標準に加え、上位の区分も適用 

標準に加え、下位の区分も適用 

標準の区分のみ適用 

ロ 人事評価を実施していない 

４ 職員の手当の状況
(1) 期末手当・勤勉手当

豊 田 市 愛 知 県 国
１人当たり平均支給額（31 年度）

1,610 千円
１人当たり平均支給額（31 年度）

1,832 千円
― 

（31 年度支給割合）
 期末手当      勤勉手当 
2.6 月分      1.90 月分 
(1.45)月分 (0.9)月分

（31 年度支給割合）
期末手当    勤勉手当 
2.6 月分     1.9 月分 
(1.45)月分 (0.9)月分

（31 年度支給割合）
期末手当    勤勉手当 
2.6 月分     1.9 月分 
(1.45)月分 (0.9)月分

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置
 ・役職加算  5～20％  

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算  3～20% 
・管理職加算 4～25％

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算  5～20% 
・管理職加算 10～25％

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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【 参 考 】 勤 勉 手 当 へ の 勤 務 成 績 の 反 映 状 況 （ 一 般 行 政 職 ）

31 年度中における運用 
豊田市 国  

管理職員 一般職員 
特定管理
職員

一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○  ○  

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用 ○ ○ ○ ○  

標準に加え、上位の成績率も適用

標準に加え、下位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用

ロ 人事評価を実施していない 

(2) 退職手当（２年４月１日現在）
豊 田 市 国

（支給率）      自己都合   応募認定・定年
勤 続 2 0 年         19.6695月分 24.586875月分 
勤 続 2 5 年         28.0395月分 33.27075月分 
勤 続 3 5 年         39.7575月分 47.709月分 
最高限度額    47.709月分  47.709月分 
その他の加算措置  定年前早期退職特例

措置（2～30％加算） 
1人当たり平均支給額 

2 , 4 32千円 20 ,135千円

（支給率）     自己都合    応募認定・定年
勤 続 2 0 年         19.6695月分 24.586875月分
勤 続 2 5 年         28.0395月分 33.27075月分 
勤 続 3 5 年         39.7575月分 47.709月分 
最高限度額    47.709月分  47.709月分 
その他の加算措置  定年前早期退職特例

措置（2～45％加算） 

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、31 年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当（２年４月１日現在）
支 給 実 績（31年度決算） 1,882,103千円
支給職員１人当たり平均支給年額（31年度決算） 611,668 円
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）
豊 田 市 16 ％ 3,064人 16％
東 京 都 特 別 区 20 ％ 9人 20％
医 師 16 ％ 4人 16％

(4) 特殊勤務手当（２年４月１日現在）
支給実績（31年度決算） 138,837 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（31年度決算） 89,284 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（31年度） 45.8 ％
手当の種類（手当数） 7 種類

 ● 具 体 的 な 手 当 の 種 類  「 豊 田 市 職 員 特 殊 勤 務 手 当 規 則 」 参 照  



- 9 -

(5) 時間外勤務手当
支給実績（31年度決算） 928 , 3 45千円
支給職員１人当たり平均支給年額（31年度決算） 466千円
支給実績（30年度決算） 831 , 5 18千円
支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 431千円

（注） 職員 1 人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（31 年度決算）」と同じ
年度の 4 月 1 日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象と
はならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

(6) その他の手当（２年４月１日現在）

手 当 名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績 
（31年度決算）

支給職員 
１人当たり 
平 均 支 給  
年 額

（31年度決算）
扶 養 手 当 【配偶者・その他】 

7級まで 6,500円  
8級   3,500円  
【子】 10,000円  
（16～22歳の子につ
いては１人につき
5,000円加算）

同じ 296,379 千円 250,532 円

住 居 手 当 【借家・借間居住者】
 16,000円を超える
家賃に応じ、最高 
28,000円

同じ  190,730 千円 269,013 円

通 勤 手 当 【交通機関利用者】
 運賃相当額の範囲
内（原則として６か月
定期券の価格を６で
除した額） 
 最高 55,000円  
【自動車等使用者】
距離区分に応じ、 
2,000～42,000円 
（いずれも徒歩によ
り通勤するとした場
合の通勤距離が片道
２㎞以上であること）

異なる 【交通機関利用
者】原則として６
か月定期券の価
格を一括支給 

【自動車等使用
者】 
距離区分に応じ 
2,000円～
31,600円 

291,746千円 104,869 円

管 理 職 手 当 【管理又は監督の地
位にある職員】 
職責に応じ、 

52,400～114,900円

  458,994 千円 808,087 円

休日勤務手当 【休日において、正規
の勤務時間中に勤務
をすることを命ぜら
れた職員】 
勤務１時間につき、

勤務１時間当たりの
給与額×135/100

同じ  227,099 千円 228,011 円
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夜間勤務手当 【正規の勤務時間と
して午後10時から翌
日の午前５時までの
間に勤務を命ぜられ
た職員】 
勤務１時間につき、

勤務１時間当たりの
給与額×25/100

同じ  12,400 千円 29,040 円

単身赴任手当 【公署を異にする異
動等を伴い転居し、や
むを得ない事情によ
り配偶者と別居し、単
身で生活することを
常況とする職員】 
 30,000円（職員の
住居と配偶者の住居
との間の交通距離が
100㎞以上である場
合は、交通距離に応じ
、8,000～70,000円
加算）

同じ  1,718千円 429,500 円

管理職員特別
勤務手当

【管理職手当を受け
る職員が臨時又は緊
急の必要その他の公
務の運営により①週
休日若しくは休日に
勤務した場合又は②
週休日及び休日以外
の日の午前０時から
午前５時までの間で
あって正規の勤務時
間以外の時間に勤務
した場合に支給】 
 勤務１回につき勤
務時間に応じ、 
5,000～15,000円

異なる  勤務１回につき
俸給の特別調整額
の区分等に応じ、 
①の勤務の場合、 
6,000～18,000

円 
（勤務時間が６時
間を超える場合は、
この額に150/100
を乗じて得た額） 

②の勤務の場合、 
 3,000～6,000円

6,595 千円 30,532 円
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５ 特別職の報酬等の状況（2 年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等
給 

料

市      長

副  市   長

          1,129,000    円
     （         円）
            951,000    円

（ 円）

（参考）中核市における最高／最低額

1,180,000円/707,000円 

974,000円/696,000円 

報  

酬  

議     長

副  議   長

議     員  

            759,000    円
     （         円）
            691,000    円
     （         円）
            642,000    円

（ 円）

827,000円/584,000円 

748,000円/504,000円 

700,000円/475,000円 

期  
末  
手  
当  

市          長
副  市   長

       （31年度支給割合） 
               3.40   月分 

議     長
副  議   長
議 員

       （31年度支給割合）
               3.40   月分         

退  
職  
手  
当  

市          長
副  市   長

  （算定方式）      （１期の手当額）      （支給時期） 
給料月額×在職月数×0.55    2,981 万円         任期毎 
給料月額×在職月数×0.40    1,826 万円                任期毎 

備   考   
地  
域  
手  
当

市          長
副  市   長

      （31年度支給割合）
                 16  ％  

  (注)１  給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。
    ２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。
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６ 職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 
    ２  [     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（2 年４月１日現在）

区 分 20歳

未満

20歳

～

23歳

24歳

～

27歳

28歳

～

31歳

32歳

～

35歳

36歳

～

39歳

40歳

～

43歳

44歳

～

47歳

48歳

～

51歳

52歳

～

55歳

56歳

～

59歳

60歳

以上
計

職員数(人) 8 242 428 441 391 261 329 362 279 261 266 159 3,427

          区  分  
部 門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成31年 令和２年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 18 18 0
総 務 564 564 0
税 務 119 118 ▲ 1
労 働 3 3 0
農 水 67 68 1
商 工 48 48 0
土 木 296 300 4 建 築 物 保 全 体 制 強 化
民 生 928 952 24 幼 稚 園 の 保 育 園 化 、保 育 師 多 忙 化 解 消
衛 生 316 321 5 欠 員 補 充 、 精 神 保 健 対 応 強 化

計  2 , 3 59 2 , 3 92 33
＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数 56.30 人

教 育 部 門 234 230 ▲ 4 幼 稚 園 の 保 育 園 化  
消 防 部 門 515 525 10 消 防 体 制 の 充 実 及 び 機 能 強 化

小 計 3 , 1 08 3 , 1 47 39
＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数 74.07 人

公
営
企
業
会

計
部
門

水 道 126 126 0
下 水 道 48 48 0
そ の 他 106 106 0

小 計 280 280 0

合 計 
3 , 3 88

[3 , 325 ]
3 , 4 27

[3 , 365 ]
3 9

＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数 80.66 人

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

構成比

5年前の構成比



- 13 -

(3) 職員数の推移
（単位：人・％）

年度

部門別
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 ２年度

過去５年間の
増減数（率）

一般行政 2,255 2,294 2,324 2,362 2,359 2,392 137（6.1％）

教育 245 251  247  239  234 230 ▲15（▲6.1％）

消防 492 495  501  511  515 525 33（6.7％）

普通会計 計 2,992 3,040 3,072 3,112 3,108 3,147 155（5.2％）

公営企業等会計 計 288 287  284  282  280 280 ▲8（▲2.8％）

総合計 3,280 3,327 3,356 3,394 3,388 3,427 147（4.5％）

 （注） 各年における総務省「地方公共団体定員管理調査」において報告した部門別職員数であり、
前出の職員数とは異なる。
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７ 公営企業職員の状況
(1) 上下水道事業
① 職員給与費の状況
ア 決算
区 分 

総費用 
Ａ

純損益又は
実質収支

職員給与費
Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

(参考)30年度の
総費用に占める
職員給与費比率

31年度 上水道
千円

10 ,265 ,7 44
千円

506 ,9 35
     千円
561 , 9 68

           ％
5 . 4 7

％
5 .43

下水道 7 ,920 , 915 800 , 2 74 189 , 2 93 2 . 3 9 2 . 38
（ 注 ） １  上 水 道 は 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 給 与 費 238 , 287 千 円 を 含 ま な い 。  
   ２  下 水 道 は 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 給 与 費 187 , 761 千 円 を 含 ま な い 。  

区  分  
職員数
Ａ 

給 与 費 一人当たり
給与費 
B / A

（参考）全国市平均
一人当たり給与費給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当 計  Ｂ  

31年度 上水道
   人
120

    千円
44 5 , 3 0 5

    千円
15 5 , 5 1 6

    千円
19 8 , 5 7 4

    千円
79 9 , 3 9 5

       千円
6 , 662

      千円
6,165

下水道 54 2 0 9 , 2 9 5 6 9 , 7 3 5 9 8 , 5 4 2 3 7 7 , 5 7 2 6 , 9 92 6,134
     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。

２ 職員数は、2 年 3 月 31 日現在の人数である。 

イ 特記事項 
       なし  

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（2 年４月１日現在）
区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

上水道事業 47.0歳 374,485 円 555,135 円

団体平均(水道) 44.2歳 339,529 円 512,723 円

下水道事業 44.2歳 399,755円 582,673 円

団体平均(下水) 43.0歳 337,655 円 510,496 円
       （注）１ 「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額である。

２ 「平均月収額」は 31 年度の実績であり、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

豊田市上下水道事業 豊田市一般行政職
１人当たり平均支給額（31 年度）

1,708 千円
１人当たり平均支給額（31 年度）

1,633 千円
（31 年度支給割合）
 期末手当      勤勉手当 
2.6 月分     1.9  月分 

( 1.45 )月分 ( 0.9 )月分

（31 年度支給割合）
 期末手当      勤勉手当 
2.6 月分     1.9  月分 

( 1.45 )月分 ( 0.9 )月分

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置
 ・役職加算 5～20％  

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算 5～20％ 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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【 参 考 】 勤 勉 手 当 へ の 勤 務 成 績 の 反 映 状 況  

１ 勤務成績の評定の実施状況 
  地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を考課基準日として、業績、能力及び態度に
基づく人事考課を実施。（技能労務職を除く職員が対象。その他、内容の詳細については、豊
田市人事考課規程を参照） 
なお、本市の人事考課制度は、平成１１年４月から行政職及び医療職の課長級以上を対象と

して実施しており、その後、対象を順次拡大し、平成２８年４月から全職員において実施して
いる。 

２ 勤勉手当への勤務成績の反映状況 
  人事考課の実効性を高めるため、考課結果を５段階（A～E）に評価し、その結果に基づき、
成績率（職位ごとの成績率については下記のとおり）を決定。 
令和 31 年６月の勤勉手当において、行政職１３1 名中、上位区分に決定された者が２７名

（２０．6％）、標準区分に決定された者が１０３名（７８．6％）、下位区分に決定された
者が１名であった。 
【成績率一覧】

職名 上位区分 標準区分 下位区分 
参事・副参事 136.1/100 ～

121.6/100
109.1/100 103.4/100 ～

88.9/100
主幹・副主幹 112.7/100 ～

101.2/100
89.7/100 83.8/100～72.3/100 

主任主査 109.8/100 ～
100.2/100

90.6/100 84.8/100～75.2/100 

主査・主事・書記 99.7/100～95.8/100 92.0/100 89.2/100～85.3/100 

イ  退職手当（令和２年４月１日現在）
豊田市上下水道事業 豊 田 市 一 般 行 政 職

（支給率）    自己都合     応募認定・定年
勤続20年   19.6695月分 24.586875月分 
勤続25年    28.0395月分 33.27075月分 
勤続35年    39.7575月分 47.709月分 
最高限度額   47.709月分   47.709月分 
その他の加算措置  定年前早期退職特例

措置（2～30％加算）

（支給率）  自己都合     応募認定・定年
勤続20年  19.6695月分 24.586875月分 
勤続25年  28.0395月分 33.27075月分 
勤続35年  39.7575月分 47.709月分 
最高限度額  47.709月分  47.709月分 
その他の加算措置  定年前早期退職特例

措置（2～30％加算）

ウ 地域手当（令和２年４月１日現在）
支 給 実 績（31年度決算） 111,592 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（31年度決算） 641,331 円
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）
豊 田 市 16 ％ 174 人 16 ％

エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）
支給実績（31年度決算） 385 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（31年度決算） 4,269 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（31年度） 51.4 ％
手当の種類（手当数） 2 種類

     ● 具 体 的 な 手 当 の 種 類  「 豊 田 市 上 下 水 道 局 職 員 特 殊 勤 務 手 当 規 程 」 参 照  
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オ 時間外勤務手当
支給実績（31年度決算） 36 ,438 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（31年度決算） 255 千円
支給実績（30年度決算） 36 ,051 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 244 千円

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（31年度決算）」と同じ年
度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは
ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

カ その他の手当（令和 2 年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績 
（31 年度決算）

支給職員1人当た 

り平均支給年額

（31年度決算）

扶 養 手 当 【配偶者・その他】 
7級まで 6,500円  
8級   3,500円  
【子】  10,000円  
（16～22歳の子につ
いては１人につき
5,000円加算）

同じ 22,761 千円 232,252 円

住 居 手 当 【借家・借間居住者】
 16,000円を超える
家賃に応じ、最高 
28,000円

同じ 8,935 千円 288,203 円

通 勤 手 当 【交通機関利用者】
 運賃相当額の範囲内
（原則として６か月定
期券の価格を６で除し
た額） 
  最高  55,000円 
【自動車等使用者】
使用距離に応じ、
2,000～42,000円

（いずれも徒歩により
通勤するとした場合の
通勤距離が片道２㎞以
上であること）

同じ 16,647 千円 101,502 円

管理職手当 【管理又は監督の地位
にある職員】 
職責に応じ、 
52,400～114,900円

同じ 20,151千円 839,600 円

休日勤務手当 【休日において、正規
の勤務時間中に勤務を
することを命ぜられた
職員】 
勤務１時間につき、勤
務１時間当たりの給与
額×135/100

同じ 6,059千円 93,213 円
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夜間勤務手当 【正規の勤務時間とし
て午後10時から翌日
の午前５時までの間に
勤務を命ぜられた職員
】 
勤務１時間につき、勤
務１時間当たりの給与
額×25/100

同じ 1,928 千円 137,680 円

単身赴任手当 【公署を異にする異動
等を伴い転居し、やむ
を得ない事情により配
偶者と別居し、単身で
生活することを常況と
する職員】 
 30,000円（職員の住
居と配偶者の住居との
間の交通距離が100㎞
以上である場合は、交
通距離に応じ、
8,000～70,000円加算）

同じ     0 千円 0 円

管理職員特別
勤務手当 

【管理職手当を受ける
職員が臨時又は緊急の
必要その他の公務の運
営により週休日若しく
は休日に勤務した場合
又は週休日及び休日以
外の日の午前０時から
午前５時までの間であ
って正規の勤務時間以
外の時間に勤務した場
合に支給】 
 勤務１回につき勤務
時間に応じ、 
5,000～15,000円

同じ       575千円 71,875円


